



















































































































































































2週間 3週間 計 3週間の范ｦ％ 備　　　　　考
北　海　道 27 6 33 18
東　　　北 50 48 98 49 4週間1名を含む
東　　　京 261 3 264 1 東京は教委からの配当
関　　　東 244 86 330 26
中　　　部 125 33 158 21
近　　　畿 18 6 24 25
中，　四国 33 20 53 38
九　　　州 39 16 55 29
全　国　計 797 218 1，015 21 東京を除けば29％
備　　考 実習生の実数は991名，24名減は学生のｫ退等による
一
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た」と説明したあと，別表の53年度の教育実習期間一覧表を掲げ，教育実習生公害が喧伝され
る中でも，　「教育実習はせめて3週間」の声が実習校でも意外に高いことを発表した。東京は
例外的にすべて教育委員会が2週間と取極めていたから，これを除けば全国平均は29％に達
し，中でも東北地方は49％，中・四国がこれに次いで38％であった。なお教育実習生はその全
部が3週間実習を希望していたことも付記している。　（関私協rニュースレター』第4号　54
年3月31日）
　2　「巻頭言」
　「……われわれが斉しく念願することは，近く行われるであろう教員養成制度の改革が真に
正しく発展的な方向でなされるために，これまで特にわが国の中等教員の養成の面では実際に
その大部分を負担してきた私立大学が自主的に，第一は自らの襟を正して教職課程の充実整備
をはかり，第二に制度改革に対してその衝に当ってきた者としての所見を正しく反映させるこ
とであります。……」
　「……このこと（意志の疎通，協カー致）に関連して平素私が驚き感銘していることを付記
させて戴きたいと思います。
　第一は，私大の教職課程の各位が，教員養成制度の改革や教師教育の改善についてほぼ同じ
ような認識や危機感を持ち，胸襟を開き，相携えて難局に対処したいと念願されているという
ことであります。……第二は，熱意度が異常に高く強いということであります。研究懇談会の
参加者数，科研費研究への参加状況，幹事校会への出席状況等にそれは明らかに伺えます。…
’・・ v
　（関私協rニュースレター』第7号　54年12月20日）
　3　「55年度における原理部会の歩み」
　原理部会の任務は，われわれの協議会が前提としている「開放制」にっいて研究を深め，そ
の理念を明確にして今後の教師教育の改善（制度改革をふくめて）に資するということであ
る。………原理部会の目的とする開放制の理念の明確化のためには，わが国における明治以降
の養成制度の歴史的な研究や欧米諸国における教員養成制度の歴史や改革の動向の研究，さら
に今日のわが国の教師教育の実態の把握等が必須の前提となる。……理念そのものに対する共
通認識を深め拡大することが協議会として最も大切と考えられるところから，科研費研究委員
会，幹事校会，研究懇話会，各種の座談会等においても，開放制の基本精神とそのメリット，
現行制度の問題点等が常に熱心に討議されてきた。54年12月18日から20日までの八王子の大学
セミナーハウスにおける合宿研究をはじめ，55年5月から8月にかけて行った第二次実態調査
は上記の共通認識の深化拡大に特に有益であった。
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　55年9月19日にはこれまでの研究をふまえて「開放制の理念」をテーマにした研究懇話会
（第14回）を開催し，26名の参加者があった。座長として私からこれまでの概要を報告し，
　①教師教育の改善に対する要請
　②アメリカ，イギリスにおける制度改革の動向
　③教育実習指導体制の改善策
　④現行制度の問題点
　以上4点にっいて所見を述べた。創価大学の三井為友教授，北里大学の杉浦宏教授から有益
なプレゼンテーションがあり，活発な討議が続いた。
　55年9月27日には全日本中学校長会の教員養成制度部会との懇話会を開催し，11月9日から
11日までの3日間には熱海の双柿舎で幹事校会と全私協運営小委員会合同の合宿研究会を開催
し，阪神地区の右島洋介教授，京都地区の古寺雅男教授も参加され，開放制の理念にっいても
熱心な討議が行われた。
　2月14日には文部省教職員養成課長沢田道也氏を招いて大隈会館で座談会を開催した。
　以上が原理部会の歩みの大要であるが，率直に言って，開放制の理念に対するわれわれの統
一見解を表明するまでには至っていない。　（関私協rニュースレター』第10，11合併号　56年
3月31日）
　4　「この一年をふり返って」
　昨年の5月中旬の早稲田大学における大会は全国組織結成のための待望の大会であった。過
去少くとも3ケ年間，関東地区協議会の結成や全国各地区協議会の結成を進めてきた者にとっ
ては無上の喜びであったことはいうまでもない。……去る5月16，17日に第2回の全国大会を
既に無事盛会裡に終了した。各地区協議会からは着々とその活動が緒についていることが報告
され，全国組織としては，代議員会，運営委員会，運営小委員会を中心に順調に動き出してい
ることを報告して全委員に確認された。関東地区では加盟大学数は88大学に達し，常設の研究
部門の研究のほか，大規模な教育実習実態調査（3ケ年）を成し遂げたこと，さらに国公私立
大学を一体とした「東京地区教育実習研究連絡協議会」の結成に主体的に取組んできたことが
報告された。
　以上のような歩みを続けた1年をふり返って，関東地区の幹事校，全国組織の運営校の一員
として特に強く感じていることを率直に披歴しておきたい。
　第一は，全加盟大学の熱意協力の盛り上がりである。……第二は，組織運営の中枢として多
面的な業務を引受けている早稲田大学の熱意と協力である。榎本隆司前会長は，3年間卓越し
た指導力を発揮され，後任の櫻井光昭会長にも熱意溢れる御協力を戴いている。特筆すべきは
事務局長鈴木慎一教授の非凡かつ抜群の企画運営能力とわが国の教師教育の改革に寄せてお
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られる熱意である。　（関私協rニュースレター』第12号　56年9月10日）
　5　「全国教育長協議会との初懇談」
　全日本中学校長会との接触に続いて11月8日（月）には全国都道府県教育長協議会の第三部
会（採用と研修）との懇談会を東京渋谷の青山会館において持っことができた。……先方の出
席者は部会メンバー全員のほか，随行の各都道府県の幹部（課長）も出席し，総員は50名程度
であった。その上文部省から教職員養成課長も出席され，本省関係の課長は計4名という異例
の顔触れであった。　（当方は12名）
　懇談会は第三部会の世話人の静岡県教育長吉川晴夫氏と当方の副会長大学の右島洋介教授の
合同司会によって進行した。極めて和やかで真剣な話合いに終始し，第一回の会合としては大
成功というべき雰囲気であった。……懇談も終りに近づいた段階で私は特に発言を求め，教育
長協議会の改革案策定に当っての基本認識として次の二っの事項に特に留意してほしいと述べ
ておいた。
　その一つは，今日の教員養成改革の課題は広汎かっ深刻で，それは現行制度の単なる一部修
正によっては対応できないのではないか。今まで各界から出されている改革案にしても，欧米
各国の実例に比べて全般的に取上げ方が非常に安易で，甘いと感じているが，この点を慎重に
考慮してほしい。
　その二は，開放制の根本理念を正しく理解し評価してほしいということである。昭和30年代
より長期にわたって＄1渡改革が論議され，改革案も提示されてきたが，全般的には目的制への
傾斜の強いことは否定できないのではないか。目的養成への切り替えによって果して真の課題
解決が成就するであろうか。私にはそうとは思われない。教育の本質に鑑みても開放制の維持
発展は絶対的に必要であり，両制度の充実調和を前提として改革案の検討は進められるべきも
のと確信しているがこの点を十分御考慮願いたい。こういうレベルの論議が今後第三部会との
話合いでは主要なテーマとなるべきであろう。　（関私協rニュースレター』第15号　58年3月
10日）
　6　「態度表明随想」
　去る5月14，15日に関西大学において開催された全私協の昭和57年度総会は，運営委員会の
提出した「教師教育の在り方にっいて」という，いわゆる「態度表明」の原案を慎重審議の上
満場一致で可決した。……態度表明の根底にある理念は，いうまでもなく開放制の堅持であ
る。態度表明に関連してわれわれがまず留意すべきことは，この根本理念に立った望ましい教
師教育の在り方の追求やその具体化に今後いっそう真剣に取組まなくてはならないということ
である。関東地区協議会の研究部・目的理念部会の世話人として，そしてまた全私協の運営委
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員として数多くの協議に参加してきた私の率直な感じを申し上げると，開放制の内実について
は多種多様の見解があり，その中には大学における自由な学問的精神の育成そのものが教師教
育の根幹であるべきだとして，特別に職能人の育成をめざす教職教育には消極的な意義しか認
めない論者もけっして少くないというのが実情のようである。私はしばしば比喩的に，開放制
には左派，中間派，右派があると発言してきたが，どれが左でどれが右かは別として，とにか
く多種多様である。こういう状況の中で，少くともこのことだけはという共通理解，共同の努
力目標を確認したものが今回の態度表明であるから，望ましい教師教育の在り方の具体策全体
を明示したものではないことはいうまでもない。
　そこで，端的に言えば，われわれは今後の課題として開放制の真精神に立脚した教師教育の
在り方をさらに深く，さらに明確に追求しなくてはならず，そしてそこでは人間形成や学問的
精神の育成と共に専門的職能の育成を全体的調和的に具体化することがわれわれに与えられて
いる根本課題であることを確認しておかなくてはならないと考える。（全私協r会報』第4号
　57年9月20日）
7　r大学時報』座談会における発言（司会者として）
○「望ましい教師とはどういうものかということですが，それは教養審の答申で，実践的指
導力とか，専門的な職能とかいわれていることと深いかかわり合いのあることで，広く言う
と教師の力量の問題です。その教師の力量ということにっいてのわれわれの考え方をもっと
明確に打ち出さなければならないと思うのですが……」
○「教職の専門教育も大事だけれども，その基礎としての一般教育，専門教育がしっかりし
ていなければ，実践的指導力とか専門的職能といっても十分ではないんだということになり
ますね。この観点が見落されて，授業能力とか生活指導法ということに綾小化されるという
危険性があります。この点を押さえた論が連盟のr報告』の中に実ははっきり上がっていま
す。……」
○「そうですね。私もむずかしいと思うのですが，右島先生の意見通りでいけば，特修免許
状なんかを設置するのはとんでもない，開放制全体を抹殺するものだから絶対に認めるべき
でないという結論になると思われます。
　ところが現実に法案が成立することも予想されるわけですから，それを開放制の趣旨に反
しないようなものにするという観点からどうすべきかという問題を考えないわけにはいかな
いのではないか。……」
○「今後の教師教育にっいての基本的な考え方として，養成教育，導入教育，研修を一体的
に考えなけれはならないということがあります。これは検討委員会の『報告』にもはっきり
あるわけです。それで，現場で2，3年以上の経験を持った有能な教師たちが，大学で学び
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たいという意欲を持った場合に，自由にその機会が得られるように配慮することが，非常に
重要になってきます。例えば私立大学では夜間部を充実して現場の教師が自由に母校ない
し近接地域の大学に行って学習，研究できるような機会を作ることが大切になってきます。
ところが特修免許状は論議が重ねられていく中で，大学を出てストレートに大学院で2年や
れば取れるというようなものになっています。これでは教師の研修とか教育界のリーダーを
養成するという機能は果たせないのではないか。何かわけのわからないものになってきてし
まったという感じを私は強く持っております。……」
○「ここでまずもっと素朴に考えて，私は基本的には戦後の私立大学の教職課程に対する考
え方を反省しなくてはならないと思います。大学教育を受けている一般学生に，ちょっと教
職教養を与えて，手軽に免許状を取らせる。これは学生募集対策として必要という程度の理
解しかなかったことを反省して，大学が教師養成については社会的責任があるという自覚に
立って，そのために必要な人的，物的な施設を本気で整備する決意を今日は固めてもらわな
くてはなりません。……」（「開かれた教員養成」r大学時報』VOL．3359年3月）
　8　「これで教師教育の改革ができるのか」
　教育開発研究所発行のr教職研修』誌上に，私は59年1月号と2月号の二回にわたって標題
の論文を寄稿した。その副題を「教員養成制度改革案の盲点を衝く」とした。以下その目次だ
けをここに掲げておく。
　○教師教育の改善方策を求めて
　○改革案の骨子と実施上の問題点
　　　①特修免許状の新設
　　　②免許基準の引きあげ
　○盲点その1　「改革の哲学がない」
　　　①現行制度の若干の手直しでよいか
　　　②現代における教師の役割
　○盲点その2「実践的指導力の育成方策が不十分」
　○盲点その3「教育実習改善策の不徹底」
　○盲点その4「開放制の充実発展策の欠陥」
　○盲点その5「金を出さない小手先の改革」
　9　「教師教育の改革と大学の責務」
　日本教育学会シンポジウム「よい教師を育てるために」は，59年3月19日，東京大学教育学
部158番教室において開催された。私は学会事務局の要請にこたえて指定討論者として参加し
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た。このシンポジウムにおける私の発言の要旨を中心に標記のテーマで『教職研修』5月号に
寄稿した。以下その骨子だけをここに抄録しておく。
　○日本教育学会と教員養成制度改革（長尾委員会の報告より）
　　①現行制度の基本理念としての開放制は堅持し発展充実させなくてはならない。
　　②開放制の教員養成制度と専門職にふさわしい教師の養成というねらいの調和，その具体
　　　策の開発・実践が今日の教師教育の根本問題である。
　　③教師教育は養成採用（導入），研修の全過程を包含すべきであり，大学はその全過程
　　　に参与すべきである。
　　④大学がよき人間形成の場となることが教師教育改善の基本的課題である。
　○指定討論者としての私の発言
　　①「教育学教育」の確立に学会，教育学研究者は怠慢ではなかったか。　一一SC践科学とし
　　　ての教育学の構築を学会は重視すべきである。
　　②「教育基本法教育学」の構築に学会は怠慢ではなかったか。
お　わ　り　に
　本論稿では，新しい教免法への対応やその不備の指摘，さらに今後の私立大学の教師教育の
在り方に対する提言等も行う予定であったが制限された紙数ではとても無理とわかって取りや
めた。しかし，llの「全国協議会の思い出」の中にそれらの事も汲み取ってもらえるわれわれ
の「共通理解1をいくらか示し得たと考えている。
　最後にひと言お礼を　　。
　60年3月の定年退職後にも，私は「教育実習指導室」に机，本棚など現職時と変りなく据え
置いて週1日出講したのであるが，これも丸5年に達した。正確には明大34年間，小学校教師
のふり出しからすれば56年間が私の教師生活であったのであるから，　「教壇を降りる」ことは
人生あ終らということにも似た響きが強い。さびしくないと言ったら「うそ」になるが，一一一一方
では「やるだけのことはやった」「もうこれ以上というのは欲」という思いも強い。私の人生
の後半の歩みを共にし，陰に陽に至らぬ私を温く援助し，協力して戴いた研究室の皆さんに心
の底から厚くお礼を申し上げたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成元年11．月23日　稿）
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